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Ⅰ．目的と構成
　本論では，種ガキ産地として知られる万石浦の漁
場環境の特徴と漁場開発の流れ，震災被害状況，お
よび漁業の生産構造を，主に既存情報の整理・分析
から整理した別稿（高野,2016）をうけて，2015年
11月から2016年８月にかけて行った現地の漁協支所
および漁民へのヒアリングから，震災前後の漁場利
用の状況を報告する。まず次章では，万石浦漁民の
大半が所属する宮城県漁協石巻湾支所（渡波）での
収集資料と聞き取りに基づいて，浦内の漁場利用形
態，外洋の漁場との関係，震災前後の変化について
報告する。次いでⅢ章では，万石浦を利用する他の
２支所（石巻地区支所，女川町支所）における浦の
環境と利用の変化について，さらにⅣ章では，種ガ
キ漁家への聞き取りによって，漁民の目から見た種
ガキ生産と取引の工夫，および漁場利用の実態を報
告する。そして最後に（Ⅴ章），知見の要点を整理し，
万石浦の漁業生産と漁場利用の持続への課題につい
て考察する。
Ⅱ．石巻湾支所の漁場利用と漁業生産
　１．基本数値
　１）組合員数の推移
　はじめに組合員数をみると，2011年度は正准あわ
せて157名であったが，そのうち震災による死亡者
は４名，家族が死亡した組合員は10名，自宅の全壊
指定は97名であった。支所管内の渡波の市街地には
古い住宅が多いが，津波は破壊的ではなく「流れ込
む津波」で，家の多くは浸水はしたものの流失せず
に残り，大規模修繕をして住み続けることができる
状態であった。そのため支所の管轄地域外に引っ越
した組合員は数名にとどまった。
　それでも震災前から減少傾向にあった組合員数
は，震災後に減少が加速した（図１）。これは，震
災前から高齢化が進行していた上に，震災で漁船や
養殖施設に被害を受けたのを契機に，再開をあきら
めて引退する組合員が多かったためである。
　また震災後は，准組合員が震災前の３倍に増えた。
これには次のような事情がある：
 ① 震災直後は使用できる漁場が減り，保有できる
養殖施設の数も限られるため，「年間着業90日以上」
という正組合員の資格審査を厳しくした。
 ② 養殖漁家の中には早期の再開が難しかったため
に准組合員となったケースがあった。
 ③ 息子がサラリーマンを辞めて戻ってきた後に再
開するという見通しのもとで准組合員資格で所属し
ている人もいる。
 ④ 震災前はアサリ漁業が盛んでアサリ専業の組合
員がいたが，震災後は干潟が消失したため漁業従事
日数の実績ができず，准組合員として所属している。
正から准に降格されても，正組合員の養殖を手伝う
などして漁業従事日数を増やすと，正資格が回復で
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図１　組合員数の推移（各年度末）
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きる。
　２）生産部会
　支所の主な漁業種目は，ノリ養殖，カキ養殖，種
ガキ出荷，共同漁業権のアサリ漁業で，それぞれ生
産者による「部会」が組織されている。震災があっ
た2010年度末の部会員数は，ノリ21名，カキ52名，
種ガキ92名，アサリ（磯根資源部会）が60名であった。
そのうち，震災後，休漁中のアサリを除く３部会の
部会員数の推移は図２のようである。2014年の部会
員数は，ノリが５名減の16，カキが19名減の33，種
ガキが29名減の63となった。
　各種目の兼業状況は，カキ部会33名はすべて種ガ
キ生産も行い，ノリ部会員の５名も種ガキを兼業し
ており，一方で種ガキの専業が25名である。カキ養
殖とノリ養殖の兼業は不可能，アサリは養殖作業が
一段落する４～７月の漁閑期における副業の位置づ
けである。換言すれば，組合員は種ガキ，カキ本養
殖，アサリ漁業を組み合わせて労働力をフル活用し
て収益をあげる構造となっている。
　３）共同施設の被害と復旧状況
　共同施設の被災状況は，震災前２か所にあったカ
キ共同処理場は，津波で浸水や損傷の被害を受けた。
震災後も損傷した施設で作業を行っていたが，地盤
沈下で満潮時に浸水して作業を中断せざるを得ない
状況で，加えて保健所から損傷施設での作業に衛生
問題を指摘され，岸壁のかさ上げ工事をした上で新
しい処理場を建設するよう求められた。そのためカ
キ処理場を１か所に集約して，2013年秋に「万石浦
鮮カキ処理場」として再建された（写真１）。
　４）登録漁船
　支所の登録漁船数は，2005年度392隻，震災直前
の状況を示す2011年度が361隻で，この間は微減に
とどまっていた。しかし，震災４年目の2014年度の
登録数は229隻と，震災前の３分の２に減少した。
　他方，2008年と2013年の11月実施の漁業センサス
における「１年間に使用した漁船数」では，それぞ
れ334隻，233隻となっており，震災前は使われない
登録漁船が数十隻あったことが示唆される。
　なお，震災時の漁船の避難については，従来から
「津波が来たら万石浦に船を逃がせ」と言われてお
り，低気圧や台風の強風時にもそのように対応して
いた。2011年の大震災時も，津波警報を聞いた操業
中の船は万石浦内に避難して多くが被災を免れ，こ
れが養殖の早期再開を容易にする要因の１つであっ
たという。
　２．震災による漁場環境の変化と漁業への影響
　１）震災前の漁場利用
　震災前の漁場配置は（図３），浦の入口付近と水
深２m以浅の南岸にアサリ漁場を配置し，漁場を割
り当てられた漁民が自ら砂を入れて干出する高さに
して漁場を造成してきた。アサリには新鮮な海水の
流入，すなわち「潮通り」の良さが必要なため，浦
の入口付近に砂を盛って漁場を造成するとともに，
潮の届きにくい入口から離れた場所では，浦入口か
ら直線的に伸びる基幹澪から，櫛の歯状に切れ込む
澪を多数掘削した★１。また黒島付近の浅海部には，
共同の観光潮干狩り場が開かれた。
　アサリ漁場の奥の水深２m程度の水域に種ガキの
抑制棚，さらに深い４～５mの水域にはカキの仮殖
場として使用されていた。このほか，夏の採苗期に
は，外洋から流入するカキ幼生をねらって，浦入口
の水路からアサリ漁場の間の基幹澪の縁が，採苗施
設の設置に利用される。
　２）地盤沈下による漁場適地の変化
　大震災による万石浦の環境変化として，地盤沈下
があげられる。沈下量は国土地理院の渡波での観
測値で78cmとされたが、支所でのヒアリングでは，
干潮時に現れていた干潟が海面上に現れなくなって
アサリ漁場が失われてしまい，実感では１m以上は
沈んでいるとのことで，国土地理院測定値と漁業者
図２　部会員数の推移（各年度末）
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の実感との違いの原因は，海底の表土が流失したた
めではないかとのことであった。アサリ干潟の回復
は，2013年から国事業で開始されているが★２，造
成面積は従前の10分の１ほどである。
　地盤沈下はまた，種ガキ抑制棚の設置適地にも影
響を及ぼした。水深が深くなったことで抑制棚が設
置できる場所が，南岸寄りの従前のアサリ漁場の付
近に限られるようになった。また水位の低下は，強
風時に波立ちが大きくなるという影響を引き起こ
し，従来海水の通りが良いことから好まれた基幹澪
寄りの場所が，強風時に種ガキが棚から落下しやす
くなる場所に変わってしまった。
写真１　湾支所の共同施設が集まる万石浦入口付近
黄色点線が新旧のカキ処理工場。旧処理場も修復されて
利用されている。地先にあった塩田跡（上）は消失。
図３　石巻湾支所管内の漁場配置
（支所作成の概要図にGoogle写真，旧区画漁場を重ね合わせ）
写真２　クルミ浜地先のアサリ干潟
（Google Earth , 2010.6.25）
写真３　クルミ浜地先の種ガキ抑制筏
（Google Earth, 2015.11.13）
写真４　クルミ浜地先の種ガキ抑制棚
（2016.3.04撮影）
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　震災後，支所では種ガキの抑制作業を行う組合員
に対して，震災前の瀬割図をもとに，従来の区画で
続けるかどうかの希望を取った。その結果，「深く
なって使えない」として既得の漁場を手放す組合員
が多く，行使数（台数）は大幅に減少した。そして
抑制場所は，南岸の「クルミ浜」地先の元のアサリ
漁場付近に集められることになった（写真２～４）。
　別稿（高野,2016）で述べた通り，万石浦の西半
部はもともと水深１～２mで，干潮時に海底や抑制
棚が干出する感潮線ぎりぎりの高さを利用してアサ
リ漁業や種ガキ抑制が行われてきた。そのため１m
の沈下量でも，浦の漁場利用に大きく影響している。
　３）漁場の配分方式の変更
　支所ではまた，抑制場所の貸し出し方法も見直し
た。すなわち震災前は，５間×30間の150坪を標準
として，使用面積に応じた「坪単価」で貸していた。
しかしこの場合，150坪に棚が何台設置されている
かは，現場を見回らない限り把握できなかった。さ
らに震災後の地盤沈下で適地となる水域が大幅に縮
小したため，150坪の中に多くの施設を設置しよう
とする動きも予想された。そこで支所では，面積で
はなく施設台数による把握に改め，５間に１台の間
隔で設置するというルールを設けて管理する方式に
切り替えた。このことで，震災前の課題であった密
植の防止にも対処できることになった。
　なお，2013年９月１日の免許更新時に区画漁場が
統合されたことについては別稿（高野,2016）で述
べたが，これが震災後の環境変化と関連したものか
という点については，県の方針により申請書類作成
の手間を省くために漁業種目が同じ隣接漁場を合体
したもので，組合員の漁場利用に影響するものでは
ないとのことであった。
　４）海水・海底の攪拌とその効果
　津波の流入は，浦内の海水と海底堆積物を攪拌す
ることになった。別稿（高野,2016）で記した通り，
浦の海底の大部分にはアマモが繁茂して，魚類の産
卵場所となり，稚魚の生息に適した環境を提供して
いる。しかし養殖業者にとってはアマモは「じゃま
藻」で，船外機のスクリューに絡まり，季節で枯れ
て外洋に漂流するとノリ網についてゴミになる困り
物であった。アマモは津波直後はみえなかったが，
次第に回復してきた。
　津波はまた海水を攪拌し，カキの成長にプラスに
働いた可能性があるという。例えば，浦の東部でカ
キ養殖を行なっている女川町支所の管内では，津波
前の爆弾低気圧の来襲★３の後からカキの品質が向
上して，入札価格が大幅アップして今もその状態が
継続しているとのことであった。
　５）淡水の流入条件
　逆に，浦の水質にマイナスの影響が懸念される震
災後の事象として，地盤沈下による淡水流入条件の
変化があるという。すなわち，万石浦の沿岸では地
盤沈下によって内水の強制排水が必要になった一方
で，西側の市街地部分を中心に護岸を２mかさ上げ
する工事が進んでいる。そうした地域では，周囲の
山地から浦内へ注いでいた沢水が排水機場に集めら
れて外洋に排出されることになる。それに対して，
浦への沢水を確保する方式も並行して検討され，そ
れらの環境影響評価を研究機関に依頼中である。護
岸工事は人家の少ない部分では行われないので，一
連の工事によって栄養塩をもたらす淡水の流入が完
全になくなるわけではないが，漁協ではこの沢水の
流れの変化が，局地的にでも浦に及ぼす影響を懸念
している。
　３．漁業生産の動向
　本節では，以上の変化が漁業生産にはどのように
反映しているのか，具体的数値で確認したい。
　１）震災前の共販額構成
　震災前，石巻湾支部の共販額の構成（表１）をみ
ると，年による好不漁の違いがあるものの，ノリ養
殖とカキ養殖の２部門で共販額のほとんどを占め，
種ガキとアサリ漁業はこれらより１桁小さい金額で
ある。また共販率は，ノリ・カキ・アサリが100％
である一方で，万石浦を代表する種ガキは，既述の
とおり生産者独自の販路による取引が大半を占めて
いた。以下，各部門ごとに震災後の動向を整理する。
　２）カキ養殖
　万石浦内で津波を生き延びた10万連の種ガキのう
ち，自家用には５万連あれば足りることから，養殖
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漁家たちは残余分を県内の同業者に割り振って県内
のカキ再生に資することとした。石巻湾支所長の言
葉によれば「宮城県のカキを再生しようという思い
で奮起し，震災年の10月から早期再開を果たすこと
ができた」という。さらに漁船の残存と，養殖施設
に必要な資材も被害を免れた取引先からすぐに取り
寄せることができたことにより，早期再開の目処が
ついた。こうして養殖施設（延縄垂下，１間×30間
ダブル）の台数は前年の332台に対して2011年は218
台と，約３分の１の減少にとどめた（図４）。
　翌2012年は増加したものの，2014年は停滞して震
災前８割にとどまっている。他方，生産者あたりの
台数は震災前の５台から漸増の傾向を示す。
　共販額をみると（図５），2011 ～ 13年は伸び悩み
の状況であったが，2014年は震災前の水準に回復し，
生産者あたりの額も大幅に伸びた。こうした生産者
あたりの数値の伸びは，生産構造の改善というより
は，高齢・小規模の生産者の廃業によるものである。
　３）種ガキ
　カキ養殖の復旧のカギとなった種ガキの状況をみ
ると，支所の種ガキ生産者数は震災で大きく減り，
その後も漸減傾向となっている（図２）。種ガキは
個人販売が大半であるため，漁協として出荷量と金
額の把握は正確にはしていないが，垂下連数の自己
申告を義務付けて管内の生産量の把握を行ってい
る。それによると，2014年の生産量は震災前の７割
程にとどまる一方で，生産者あたりの数量は大きく
増加している（図６）。
　漁協を通して販売される種ガキの数量は，震災後
は2008 ～ 10年の水準を上回っている（図７）。これ
は震災後，西日本のカキ産地の漁協から注文が来る
表１　共販額の構成（震災前３ケ年）
2008 2009 2010
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
のり 531 60.7 467 51.2 574 54.3 
カキ 311 35.6 417 45.6 464 43.8 
種ガキ 9 1.1 10 1.0 7 0.6 
アサリ 23 2.6 20 2.2 14 1.3 
計 874 100 914 100 1,059 100 
県漁協石巻湾支部資料
図４　カキ養殖施設台数の推移
図５　カキの共販額の推移（単位：百万円）
図６　種ガキの生産量の推移
図７　種ガキ共販量と単価の推移
（2006年は漁協合併による集計年度の変更で計上なし）
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ようになったためという。それでも総生産量に対す
る共販量の割合は５％程度である。
　種ガキで注目されるのは単価の上昇である。種ガ
キの連単価は，震災前まで600円前後と低迷してい
た。ホタテ原盤は北海道から購入するため輸送料が
高く，種付け前の状態で１連200円以上していた。
それに人件費や漁船の維持経費を考えると採算が合
わず，このことが種ガキ生産者の減少につながてい
た。ところが震災後は，最高値時で1連2,000円に上
昇し，2015年産は1,000 ～ 1,500円で販売していると
いう。
　４）ノリ養殖
　ノリ養殖の回復状況もカキ養殖と同様の傾向で，
生産数量と金額の回復率は震災前の７割程度，生産
者あたりの量と額では震災前を上回る推移を示す
（図８, ９）。ノリ養殖は1980年頃に外洋の漁場に移
行し，万石浦内では行われていない。ノリ養殖業で
は30間の網を２×３列につないだものを１台とし，
１漁家あたり100 ～ 150台の筏を流す。震災後は着
業者が減って，漁家あたりの利用面積は広がった。
　５）アサリ漁業
　アサリ漁業は，1999年に中国・韓国由来とみられ
るツメタガイが混入して食害を引き起こして（酒
井,1999）減産したことから，万石浦内での天然採
苗に代わった。しかし津波によって万石浦の親貝は
ほとんど流されてしまった上に，漁場の干潟も大半
が消失した。現在，県事業で干潟４万㎡の回復造成
工事が進んでいるが，それも従前の１割に満たず，
共販も再開できていない状況である（図10）。
　そのような中で，浦内に残ったアサリを人工採苗
で増やす技術の実証実験が2012年度から民間企業に
より取り組まれて★４，天然アサリは回復しつつあ
り，干潟造成工事の進捗とあいまって，2016年には
出荷の再開ができる見込みとなっている。ただし，
採取方法は「じょれん」ではなく，熊手による手掘
りに制限する方針という。
　４．外洋漁場との関係
　別稿（高野,2016）で述べたように，石巻湾支所
管内におけるカキ養殖は，生産過程が万石浦内で完
結するものではなく，外洋の石巻沖に免許された区
画漁場における本養殖と採苗を組み合わせて行われ
る。図11は，これらの区画漁場を示した図がであ
るが，各漁場は図中に記した通称で呼ばれており、
現地ヒアリングではこの名称が頻出する。
　図でみるように，石巻沖の区画漁場には，石巻湾
支所が管理するもののほか，万石浦内の沢田と佐須
浜から南の牡鹿半島沿岸部も管轄する石巻地区支所
の分と，石巻市街地に属する石巻市漁協の分が併存
している。このうち「新免」漁場と，南に数km離
図８　ノリ養殖施設台数の推移
図９　ノリ共販額の推移（単位：百万円）
図10　アサリの共販取扱量・単価
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れた生草島の南方に区画された「生草」漁場は，石
巻漁港の建設★５で地先漁場が使用できなくなった
際の補償として割り出された漁場である。
　万石浦の漁民は，これらの外洋漁場をノリやカキ
の生活暦に合わせて利用する。例えば，最大のカキ
採苗地である新免漁場の年間の利用スケジュール
（表２）は，冬場はノリ網専用に使用され，ノリ網
が撤去された後の７・８月には種ガキの採苗場所と
なる。採苗後の「種ガキ」は万石浦の抑制場に移し
て抑制される。また新免漁場の北東の一角は10月ま
でカキの本養殖場に使われる。そして11月以降の新
免漁場はノリ養殖の専用漁場に変わる。こうした入
れ替わりができるのは，養殖施設が固定式の万石浦
内とは異なるフロート（浮き）による延縄式で，敷
設・撤去が容易なためである。そのため外洋漁場の
敷設場所は毎年抽選で決められる。
　なお，ノリ養殖について付言しておくと★６，新
免漁場では１台に制限されているが。広い生草漁場
では二つ連結したものを「１台」として流す。連結
100台の場合は網の数も膨大で，費用と労力が必要
な上に，生草漁場は遠くて広いために船外機船では
往復に時間がかかりすぎ，大型の船が必要になる。
　５．万石浦の新たな利用の展望
　万石浦の将来的な利用に関して，石巻湾支所とし
ては，穏やかな浦を漁業者だけのものとせず，次の
２つの点から，一般の人々が集える観光地として復
活させたいと希望している。
 ① 万石浦のゾーン区分と観光漁業：万石浦を，ア
サリを養殖する干潟，種苗採取の干潟，そして一般
の人々が楽しめる干潟などのいくつかのブロックに
分けて，震災で海を怖がったり嫌いになってしまっ
た人が再び海と接し合える環境を作りたい考えであ
る。
 ② 直売・地産地消：カキ産地であることを生かし
て，人々がカキを食べたり地場商品を購入できる施
設を整備して，地産地消に繋げたいと考えている。
これに関しては，現在，若手組合員10人で構成され
る「渡波オイスターズ」が結成されて様々なイベン
トに参加し，カキを焼いて直売活動をしている。彼
らは共販と直売と両立させて，「万石浦」の知名度
の向上に努力している。
Ⅲ．石巻地区支所，女川町支所
　本章では，万石浦の北西側を使用する石巻地区支
所とその沢田出張所，東半部を使用する女川町支所
の漁場利用と震災前後の変化について，2016年２月
と８月に行ったヒアリング内容を概述する。
　１．石巻地区支所
　１）概況
　もともと石巻地区の管内は，沢田から荻の浜まで
の11の浜でできており，そのうち沢田，佐須浜，小
竹浜，萩浜，月浦，田代浜，桃ノ浦の７単協が合併
図11　万石浦漁民が利用する外洋の区画漁場
赤枠：漁場呼称，青字：養殖種目，黒字：使用支所･漁協
（県漁協石巻湾支所ヒアリングによる）
表２　新免漁場の１年
４月 ノリ網を撤去
５月 ノリ施設（筏，錨）を撤去。以後 7 月まで漁場はカラに。
７・８月
カキの採苗。施設の敷設場所は事前に抽選で決定。
最多は新免漁場で，特にその東側が種の量が多い。
10 月 ノリ施設を敷設。一部にカキ施設が残る。
11 月 カキ施設が撤去されて，ノリ専用状態に。
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してできた石巻地区漁協が，2007年に宮城県漁協の
支所になった。このうち沢田のみが万石浦沿岸に，
他は石巻湾支所（渡波）を挟んで半島部にある。単
協の合併に際して，渡波は組合員数が多かったため
に石巻地区漁協に参加しなかった経緯から，支所の
範囲が分断される形になった。旧単協には支部の「出
張所」が置かれている。
　沢田出張所の組合員数は，震災時の2011年３月は
正20，准13で，震災による死亡者はなく，共同施設
の建物は無事だったが，浸水が激しくなり新築し
た。震災後の組合員数は2014年までは維持されてき
たが，2015年度は正が16に減り，准が15となった。
　２）カキ養殖
　養殖施設は万石浦内では多く置けないため，外洋
の長浜漁場において石巻湾支所と共用している。浦
内のカキは「仮殖」が多く，本養殖は少い。
　沢田のカキは「１年子」で，採取した種ガキを浦
内や半島部の同支所内の内湾で抑制しておき，２年
目に静かな場所で殻を成長させて大きくする「仮殖」
に入り，出荷の半年前に潮の効く外洋に「沖出し」
して身を大きくする。「１年子」で剥ききれなかっ
たカキを万石浦内に張って「２年子」に残す場合も
ある。沢田の漁民の中には，同支部内の半島部の内
湾も利用している場合もある。こうした漁場の使い
方については，現場の漁民に任されている。
　種ガキ抑制柵の設置は支柱を立てて行い，数10万
円のコストがかかるので，１年で壊すものではなく，
１回入れたら継続して使用する。沢田の水域は石巻
湾支所と同等の面積なのに対して，漁業者が少いた
め，石巻湾支所のような厳しい利用調整は行なって
いない★７。
　３）漁場の貸し借り
　沢田の種ガキ漁家は，カキの成貝養殖はもともと
やっていなかったが，沢田と佐須浜の漁民は人数も
少なく，日ごろの付き合いの中で，40年ほど前，沢
田の漁民が佐須浜地先の「馬の背」漁場を成貝養殖
に使う代わりに，佐須浜の人が仮殖したいというこ
とで万石浦を利用することになったという。
　４）震災後の変化
　沢田では，震災後，次のような変化があった。
 ① カキ養殖の組合員は2015年に９人に減少した。
 ② 地盤沈下で万石浦の水深が深くなったため，
2013年の免許更新に際して，それまでの木架式の養
殖施設から浮きロープの垂下式に変更した。種ガキ
抑制棚の方式は変えていない。
 ③ 万石浦の水が攪拌されたこと，水深が深くなっ
たこと，浦の入口が削られて海水の流入量が増えた
とみられることで，環境が良くなった。針浜（女川
町）のカキの実入りが良くなったのと同様の効果が
みられる。
　５）支所間の関係について
　万石浦内の３漁協間の調整は「万海協」（万石浦
漁場整備開発促進協議会）で調整してきた。区画漁
場の区画は，県の図面上では直線で引かれていても，
実際の施設の敷設は「目測り」によるため微妙な調
整が必要である。かつては漁業者も多くて調整は厳
しかったが，今は付き合いも長くなり，人も減った
ため，年１回の総会も親睦の場になっている。しか
し何か問題が起きれば，各浜の「漁場管理委員」を
中心に議論することになる。
　６）アサリ漁業への影響
　アサリ漁場は地盤沈下で消失したため，県が造成
工事中である。沢田ではアサリ漁業の重要度が高く，
漁場は個人専用化して自前で漁場を育てて，１シー
ズン100 ～ 300万円も水揚げする漁家もいた。震災
後は地盤沈下で漁場は深くなったが，干潮時の１m
ほどの水深の時に，胴長とじょれん（鋤簾）で掘る
ので，さほどの影響はない。むしろ，新たに造成さ
れたアサリ漁場が砂の盛りすぎで干出時間が長く，
アサリの生育に影響が出るのではと危惧している。
　２．女川町支所
　１）概況
　女川町の万石浦沿岸には安
あん
住
じゅう
，大沢，浦宿，針
浜の４集落あり，2015年度の漁業者数は，安住・大
沢が７，針浜で７の計14名で，いずれもカキ養殖を
営む。管内の区画漁場は従前からの経緯によって行
政境界を超えて石巻市側に引かれているが，浦内の
境界に杭が打たれていて，トラブルなく操業されて
いる。漁民数が少なくて利用水域に余裕があるため，
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安住から津軽島付近の水域を石巻湾支所の漁民がカ
キの仮殖場として使用している。
　震災被害は軽微だったが，地盤沈下で浸水しやす
くなったことで，２箇所あったカキ処理場を針浜に
新築・集約した。
　２）万石浦のカキ
　管内の水深は，澪の部分で５m，その他のカキ養
殖に使用される水域は３m程度で，外洋漁場に比べ
れば非常に浅い。万石浦の奥にあって外洋に比べて
水が淀みがちだが，水深が浅いため，垂下ロープの
下まで日光が十分に届いてプランクトンが多く発生
し，カキの身入りが良い。そのため「女川万石浦」
産のカキは良質で知られており，漁連の入札価格は
石巻管内で最高水準で，石巻湾支所産を10％ほど上
回る。カキの入札は，漁協支所名だけでなく海域名
も明示して行われるが，万石浦産のカキは買い付け
業者からの評価が高く，潮通りの良い１月までは特
に高値をキープする。
　震災後の女川万石浦産カキは，さらに高値がつく
ようになった。これは震災前（2010年12月）の爆弾
低気圧と，震災時の津波の水流で浦内の水がかき回
されて，水質が向上したためではないかとみられて
いる。
　カキを良質に育てる女川万石浦の環境条件として
は，他にも以下の点があると考えられる：
 ①水域の広さに比べて養殖漁家の数が少ないこと，
 ②外洋に比べて波浪による脱落リスクや付着生物
も少ないこと，
 ③浦内の養殖場所は漁家ごとに代々固定されて経
営規模は小さくても効率が良いこと，
 ④浦奥のために養分をもたらす沢水が拡散しにく
いとみられること。
　３）アサリ漁場の消失
　黒島付近にあったアサリ漁場は，地盤沈下で消失
したため，県が造成工事中である。
Ⅳ．種ガキ漁家からみた万石浦
　本章では，万石浦で種ガキ養殖を行う漁家の目か
らみた浦の環境と漁場利用の実情について明らかに
する。ヒアリング対象者は，渡波在住で石巻湾支所
所属の漁家Tさんで，同氏は丹野（2009）の調査に
関連して2009年３月に漁場を案内していただいた方
である。今回の訪問調査は2015年11月に行った。
　Tさんは種ガキ養殖とアサリ漁業の兼業漁家であ
り，漁場は高校卒業時に父親から分与してもらい，
震災前まで続けていた。震災後は種ガキ養殖を早期
に再開したが，アサリは休止している。以下，震災
時の状況について述べた後，主業とする種ガキ養殖
業の経営と漁場利用の実情について，丹野（2009）
による知見との重複を避けつつまとめる。
　１．2011年大震災被害
　１）震災時の状況と自宅の被害・復旧
　Tさんの自宅は渡波駅の西側，長浜海岸から直線
で約800m，標高２～３mほどの低地にある。津波
は長浜の堤防を越えて沿岸の漁業施設や住居を押し
流し，さらに市街地に流れ込んだ。Tさんの自宅は，
建物の損壊は大きくなかったが，１階の床上２mま
で浸水した。漁船を浦内に避難させていたTさんは，
浸水してガレキで覆われた道路を歩いて自宅に戻
り，２階で過ごした。他の家族３人は外出中でそれ
ぞれ避難しており，再会したのは震災から３日後で
あった。自宅の修繕が完了する翌年５月まで，内陸
に住む親戚の貸家に住まわせてもらった。
　２）万石浦漁場の被害
　万石浦の入口付近にあった種ガキやカキの養殖棚
は倒れて海底に沈んだが，浦の奥側の養殖施設はほ
とんど無事だった。震災による変化で顕著だったの
は地盤沈下で，万石浦の水深が深くなってアサリ漁
場の干潟が消失したほか，干満差による棚の高さの
調整にも注意を払わなくてはならなくなった。また，
岸壁の嵩上げ工事が必要になり，着工時の地盤高に
合わせて嵩上げされた。地盤はその後戻りつつあり，
今では岸壁が高くなって船からの水揚げ作業が困難
になった。
　３）漁船の被害
　漁船は，津波を予想して万石浦内に避難させた漁
業者が多く，浦内に避難した漁船の７割が無事で，
被害が出たのは津波の威力が強かった浦の入口付近
のみだった。Tさんも大地震の後，すぐに漁船を万
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石浦内に避難させ，祝田の岸壁に置いた。しかし浦
入口に近かったため，船が岸壁にぶつかって逆さに
なり，船外機や電気系統の設備が壊れてしまった。
　船の修理は，１年待てば修理費用の10分の１が補
助される制度が活用できたが，Tさんは，１年休ん
で取引先との関係が切れたり他の漁業者に取られて
しまう可能性があると考え，実費を負担して震災後
の６月に修理を終えて養殖を再開した。
　４）震災後
　種ガキ専業の漁家は石巻湾支所で10人おり，これ
らの人は自分たちで取引先を確保できた人である。
再開にあたっては，５人でグループを組み，共同利
用のフォークリフトを購入することができた。
　2015年６月に，漁船を以前より大型のものに買い
替えた。大きな船には種ガキも多く積むことができ，
その分，港と漁場の往復回数を減らして，燃料費も
節約できるようになった。そして何よりも年齢的に
仕事が楽になった。
　５）万石浦産の種ガキを守る
　広島と松島のカキは殻に対して平行に寝た状態で
育つため，殻に密着し落下しにくい。他方，石巻の
カキは殻に垂直気味に立って育つ。かつて広島の種
を万石浦に移入した年があり，広島産の種と地元産
の種が混ざり合ったカキが万石浦で取れるように
なった。両種の種が殻に付着すると，密着し寝るよ
うに育つ広島産の種が勝ってしまい，地元の種が残
らなくなってしまった。これを契機に県外からの移
入が禁止されたが，その後も３～５年間は，広島の
カキが取れる状況が続いた。
　こうした経験から，震災後の種ガキ養殖の再開に
あたっても県外からの移入に頼ることはなく，万石
浦に残った種ガキが使えたことで，地元の種で再開
することができた。
　２．種ガキの採苗から出荷まで
　１）採苗
　種ガキ採苗の適期の調査は漁協青年部によって行
われており，その情報は組合員に提供される。付着
期の判断材料になるのは「眼点」の出現で，顕微鏡
で「眼点」が確認された種の採取状況が公表される。
採苗筏の設置は，漁協から「開口日」のような指示
があるわけではなく，漁家個々の判断で行う。その
ため種ガキ漁家は，石巻湾内のサンプル地点で採取
された種の付着状況のデータを参考にしながら，海
中に浮遊した種が付着期に移行するタイミングを見
落とさずに，採苗筏を設置する時期，場所，優先順
位を決めて沖出しする。
　個別の判断とはいっても，採苗の日は漁家が一斉
に沖の採苗場に船を出す。漁場区画は事前に決めら
れてはいるが，その中で有利な漁場を確保し，岸に
近い側から採苗筏を設置していく。採苗数が多い漁
家は，種が付く７～ 10日前に設置作業を開始する。
水温などの採苗条件が良ければ早めに取りかかって
設置する。一方，1000 ～ 2000連程度の小規模漁家
は1日で作業を終えることができるため，種が付着
する最適な時期を狙って設置することができる。設
置作業には朝６時から着手する。
　種ガキの採取は，新免漁場，馬ﾉ背漁場，生草漁
場で主に行われている。風向きや潮の満ち引きの条
件が良ければ万石浦にも種は流れ込んでくるため，
浦内で天然カキが育っているのも見られる。しかし
万石浦内で採れる量は少ない。
　２）種ガキの「厚さ」と「薄さ」
　カキの放卵は天候，水温，降水量によって左右さ
れる。これらの条件が良くても，種ガキの筏を採苗
水域の海に入れるタイミングが良くなければ，種は
ホタテ原盤に十分には付着しない。新免漁場では北
上川の真水が流れ込むため，大雨の後に種ガキ筏を
入れると殻に川の汚れが付いてしまい，「薄い」種
になってしまう。
　風向きによって種が集中したり散ったりする影響
がある。南風が吹くと種が沿岸に集まって密度が高
くなるが，東風や西風が吹くと種が集まらず「薄く」
なる。採苗期の７・８月は南風が吹く時期で，採取
期間に南風が重なると，種は豊作になる。
　採苗施設を海中に垂下する日数は３日から５日間
で，各漁民が必要とする「厚さ」にあわせて個々に
判断する。
　３）浦内での作業
　採苗が終わると漁場の片づけを行って，浦内で種
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ガキを棚の上に横置きにして「抑制」に移る。抑制
期間中の作業は，抑制棚が海面上に表れる干潮時に
行い，それ以外の時間は陸上での運搬作業をするな
ど，効率の良い作業工程を考えている。
　４）種ガキの出荷
　毎年の種ガキの作業は，出荷先と必要数量を把握
するところから始まる。Tさんの場合，半島部の狐
崎浜の漁業者３人，福貴浦の２人，そして漁協に出
す分に本数を割り振る。漁協に出す場合は，本数を
申請して，水揚げ実績をもとに出荷本数が決められ
る。また，漁協出荷本数を増やす場合は，前年実績
の100連増しか認められていない。漁協への出荷は
個人の取引先より価格が高いが，出荷申請の手続き
が面倒で，カキむき作業で忙しい時期に漁協に通わ
なければならない。そのため，個人の売り先がある
養殖漁家はそちらを主にしている。
　種ガキの価格は，漁協の2015年の提示では1,500
円であるが，養殖漁家は個人の取引関係を持続する
ために，それよりも安い価格で売っている。
　５）取引相手が求める種ガキと養殖者の努力
　「厚い」種ガキは，ホタテ原盤１枚に100個程度
の稚貝が付いたものをいう。「厚い」種ガキも100個
すべてが育つわけではない。そのため，原盤１枚に
20 ～ 30個程度の「薄い」ものを好む養殖漁家もいる。
石巻や松島では「薄い」種ガキが好まれるが，牡鹿
半島の浜では「厚い」種ガキが好む漁家が多い。広
島県や三重県向けも「厚い」種ガキが好まれる。
　種の豊度は年によって違うが，早い時期に入れれ
ば「厚い」種ガキが作れ，遅く入れて「薄い」種ガ
キにすることもできる。種ガキ養殖漁家は，こうし
た様々な種ガキの要望に応えるため，一定規模の生
産量を持つ必要がある。経営規模が大きければ，種
ガキ採取の時期を少しずつずらして，様々な「厚さ」
の種ガキを作ることができる。顧客が望む「厚さ」
の種ガキを持っていない漁家が，他の漁家と種ガキ
の交換を行う場合もある。
　作業の段取りや時期は漁家の判断で異なる。「薄
い」種ガキは，付着した泥をポンプで洗い落として
稚貝が死なないようにする。種が「厚く」ついた時
は，泥を落とさずに稚貝を死なせて，取引先が希望
する「厚さ」の種ガキになるよう調整する。採苗後
に抑制に移る前に海に入れて稚貝の成長を調整した
りもする。
　６）種ガキ取引の変化
　種ガキの取引相手であるカキ養殖漁家には，種ガ
キをすべて購入する漁家だけでなく，自家生産する
漁家もいる。自家で種ガキを生産する養殖漁家は，
年ごとに自家生産する量と購入する量を調整しなが
ら，種ガキ養殖者に注文する量を決めている。
　種ガキ生産地の万石浦と松島湾では種の付き方も
違うため，カキ養殖漁家は購入先を年によって変え
る。つまり，カキ養殖漁家は「質が良い」と判断す
る種ガキを使用する。自家生産の種ガキが質が良い
と考える漁家は自家生産で，他地域のものが良質と
みる漁家は購入する。
　震災前に種ガキを自家生産していた牡鹿半島の養
殖漁家には，万石浦の種ガキが良質と判断して購入
に切り替えたり，種ガキ原盤づくり（ホタテに穴を
開けてテグスを通す作業）が面倒という理由で種ガ
キ生産を辞める漁民が増えている。特に，半島の集
落を離れて市内に移り住んだ漁家の中には，夫だけ
集落に残り，妻はカキ剥き作業の時だけしか戻らな
くなるなど従事形態が変化した。これにより種ガキ
の自家生産を200 ～ 300連に減らして，500連は他か
ら購入するといった切り替えをしている。
　３．漁場の利用方式
　１）漁場利用の変化
　各漁家が養殖漁場を利用するには，漁協から利用
権を認めてもらう必要がある。漁場を広げたい場合
は，漁業を辞めた組合員の漁場の利用権を漁協に申
請して認めてもらい，所定の坪単価を支払う。また
割り当てられた区画で有利な養殖ができないと判断
すれば，漁協に漁場を返した上で新たな漁場を借り
る必要がある。各漁家は，どの棚にどの種を置いた
のか把握するため，瀬割図上で自分の筏に印をつけ，
養殖筏にも浮きで印を付けたりしている。
　震災後，引退組合員や浦の海況変化によって新た
な「瀬割り」が行われた。といっても全面的にリセッ
トされたわけでなく，多くは震災前から継承されて
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いる。しかし，万石浦の入口付近に種ガキ筏を設置
できなくなって浦の奥に設置するようになったり，
地盤沈下で使えなくなった漁場も多い。水没して使
えなくなったアサリ漁場が種ガキ抑制場として使用
されている。
　震災前は個人間での漁場の貸し借りが行われてい
たが，震災以降は漁協主導の漁場管理体制になった。
その結果，震災後の漁場利用密度は以前より低下し
て密植が緩和され，水質も改善され，種ガキが震災
前よりも死ななくなった。
　２）アサリ漁業
　震災前まで，万石浦ではアサリ漁業が営まれてお
り，組合員が生産したアサリの小さいものを組合が
買い取って観光潮干狩り場に撒いていた。しかし震
災による地盤沈下と湖底のかく乱によって，アサリ
漁場の干潟や潮干狩り場は水没して消失した。
　震災後，アサリ漁業の復活には干潟の造成工事が
必要なため，個人が占有して使っていた漁場は漁協
に返還して共同によるアサリ漁業に移行することに
なった。漁協からその新方針が伝えられ，改めてア
サリ漁業に携わる組合員の募集が行われた。Tさん
はそれに賛同してアサリ漁業を続けることにした。
　４．外洋漁場の利用
　万石浦と外洋の石巻湾の両方に区画漁場を持つ石
巻湾支所の漁業者は，双方を巧みに組み合わせた独
自の操業慣行を築き上げてきた。Tさんからは，丹
野（2009）の報告や漁協支所でのヒアリングでも一
部情報を得ていた漁業者同士の漁場の貸借慣行につ
いて，改めて興味深い話しを聞くことができた。
・牡鹿半島の漁家による種ガキ抑制委託：折浜や福
貴浦のカキ養殖漁家が，種ガキ抑制を万石浦の種ガ
キ漁家に委託する例がある。種カキに過酷な条件に
晒す万石浦の抑制ガキは，牡鹿半島の海で育てても
波で簡単に落下しないという定評があり，１連150
円の料金で委託するカキ養殖漁家が多い。
・佐須浜から沢田への種ガキ抑制委託：同様の委託
関係は，同じ石巻地区支所に属する佐須浜のカキ養
殖漁家と万石浦内の沢田集落の種ガキ養殖漁家との
間でも行われている。
・佐須浜の漁場の貸し出し：佐須浜のカキ養殖漁家
は10件以下で，ノリ養殖も行っていないため，空い
た漁場を，他の漁家に貸している。貸し出しの規模
は，漁家の水揚げ実績に応じて決められており，例
えば7000 ～１万本を水揚げをするカキ養殖漁家の
場合は最大７台までとされていた。震災後は漁業を
辞める人が出て空き漁場が増えたことから，１人10
台以上も貸している。
・浅いカキ養殖場の種ガキ使用：種ガキの採苗ロー
プは「輪」にして海に入れるため，２ｍの深さがあ
れば設置できる。カキ漁場の中には岸に近くて水深
がとれず，養殖施設の敷設に使えない場所がある。
そのスペースを種ガキ漁家に貸し出すことが行われ
ている。Tさんも，所属支所管外のカキ漁場を種ガ
キ採苗場所として借りている。
・波浪への対処：万石浦内では低気圧や台風の強風
の影響を受けにくいが，外洋の漁場では高波の影響
をもろに受ける。ホタテ原盤が波で舞い上がって樽
のロープに引っかかり傷がつくこともある。それを
避けるため，内側にある筏を間引く作業をする。筏
の間隔を空けて波が通ることで揺れを抑えて種ガキ
への衝撃を緩和する。抜いた種ガキ筏は船に積んで
浦内に避難させ，外洋と浦を往復する。
Ⅴ．まとめと課題
　１．まとめ
　本報告で明らかになった万石浦の漁場利用，漁業
生産，震災後の変化の要点は次のように整理できる。
　１）漁業生産の特徴（震災前）
　まず，震災前の漁業生産の特徴については以下の
点が明らかになった：
 ①浦内の利用は水深の違いと海水の流入経路にあ
わせて，２m以下で潮通りのよい場所にアサリ，２
～４mに種ガキ抑制棚，４m以深はカキ仮殖場に利
用されてきた。
 ②浦内の漁家はカキ養殖と漁閑期のアサリ採取と
の組み合わせで，世帯労働力をフル活用して収益を
あげる経営構造になっている。
 ③種ガキ生産は，採苗時期から種苗の付き方，出
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荷先と量の配分まで，個々の漁家の主体的で戦略的
な判断に基づく。
　２）震災後の変化
　震災後の環境変化と漁業への影響の点では，地盤
沈下の影響が大きく，①アサリ漁場が消失，②カキ
抑制棚の適地が浦中央部から南岸の旧アサリ漁場に
移る，という変化が生じた。
　それに伴う利用方式の変化としては，特に水域面
積に対して漁民数が多い石巻湾支所管内でみられ，
①種ガキ抑制では密植を招きやすかった面積単価か
ら台数単価へ，②アサリでも個人占有化していた漁
場が漁協一括管理に移行，という変化が生じた。
③一方で，水域面積に対して漁業者の少な沢田では
漁場利用に大きな変化はみられていない。
　震災後の漁業生産の変化としては，以下の点が把
握された。
 ① 種ガキの生産量が2014年時点でも震災前の７割
の回復にとどまり，漁業者の減少のほか，震災前に
過剰生産による単価下落に直面して，震災が生産調
整の機会になった実情が明らかになった。
 ② 漁場が消失したアサリ漁業は，2016年から造成
された漁場で生産が再開されるが，面積は従前の10
分の１で，採取方法も漁業者の多い石巻湾支所では
熊手による手作業に規制される。
 ③ 漁場利用密度の減少や海水攪拌の効果で，生産
性は向上しており，特に浦奥の女川町管内のカキは
高値の取引が続いている。
 ④ 今後の環境への懸念として，護岸工事と排水施
設の設置による淡水流入の変化が水質に与える影響
についての不安が指摘され，水質に敏感な万石浦漁
業者の意識が再確認できた。
　３）万石浦と外洋漁場との関係
　最後に，カキの養殖過程にみられる万石浦と外洋
漁場の組み合わせについては，外洋における採苗と
本養殖，浦内の種ガキ抑制と仮殖という基本構造の
ほか，各浜の漁場環境と利用密度，そして漁民の交
流の中で，半島部の空き漁場を万石浦の漁民に貸与
したり，逆に万石浦の漁民に種ガキ抑制を委託する
という，独特の慣行が築かれてきたことが明らかと
なった。
　２．残された課題
　１）本報告の問題点
　本報告では以下の２点で不十分な部分があった：
 ①漁業者数が最多の石巻湾支所（渡波）を中心に
ヒアリング調査を行ったが，浦の半分を占める石巻
地区支所（沢田）と女川町支所管内については，概
況の調査にとどまった。
 ②漁業者ヒアリングでは，渡波地区の種ガキ漁家
１件にとどまった。
　前者に関しては，沢田と女川管内では漁業者数に
比べて水域に余裕があることや，女川管内では水深
が深く，石巻湾支所とは異なる利用実態があること
が分かった。漁業者の利用密度による利用システム
の違いは，さらに検討される価値のある問題である。
　また後者については，養殖面積の規模，家族労働
力の構成，漁業種目の異なる漁業者へのヒアリング
が必要である。
　２）予想される今後の変化と研究課題
　今後予想される変化と研究課題として，以下の点
が指摘される。
 ① 沈下した地盤が徐々に元に戻ってきている中
で，現段階の新たな漁場利用システムがさらに変化
することはあるのかどうか。
 ② 高齢化の進行の中で遭遇した震災を契機に，担
い手の交代がうまく行われていくのかどうか。
 ③ 漁業者の減少が避けられない中で，施設数の減
少が漁場環境の改善と生産性向上につながるのか。
 ④ 万石浦の将来的な利用として，漁協では観光用
のアサリ干潟を回復させて人々が海とふれあえる場
所の構築が構想されているが，こうした漁業のツー
リズム化が漁村の持続につながるかどうか。
　いずれにしても，閉鎖性の高い浅海性内湾という
環境にある万石浦を，人々は水質保全に注意を払い
つつ，工夫を凝らして独自の利用システムを育んで
きた。また，稀に経験する巨大災害以外にも，低気
圧の襲来による被害は毎年数度は覚悟しなければな
らず，小規模な津波の発生頻度も少なくない。三陸
で漁業を営むことは，こうした内湾環境と自然の猛
威との闘いでもある。万石浦漁民がそうした環境と
いかに共存して今後も持続的な利用を継続し，種ガ
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キを全国に供給し続けられるかは，三陸および日本
のカキ養殖の持続の上でも，継続して注目していか
なければならない研究課題である。
＜注＞
★１：この様子は，別掲（高野,2016）の写真１と図
22,23で短冊状の畑のようにみえていた。
★２：宮城県の「平成26年度に講じた施策」によれば，
干潟の復旧工事は，国の水産環境整備事業により
2013年度から15年度完工予定で始まり，３支所各１
箇所ずつ計7.9haの造成が進行中。Google Earth（2016
年２月３日）の写真では，浦内３か所に造成された
干潟が現れていることが確認できる。
★３：河北新報記事によれば，2010年12月３日と22日
に急発達した低気圧により，宮城県内で20mを超え
る強風による被害が報じされている。
★４：宮城・岩手の沿岸環境と資源の回復調査と水産
復興支援を目的とする調査研究事業「東北マリン
サイエンス拠点形成事業」の一環として，貝類の
人工種苗生産技術開発研究がヤンマー（株）を中
心 に 行 わ れ て い る（https://www.yanmar.com/jp/
news/2012/09/13/878.html）。
★５：長浜地区に新漁港の工事が始まったのは1963年，
新魚市場の完成は1974年であったことが『石巻の歴
史 通史編下の２』に記されている。
★６：この部分は，後掲の種ガキ漁家へのヒアリング
による。通常の１台を「タンパリ」，２つ連結は「連結」
と呼称するという。
★７：実際，沢田の漁民へのヒアリングでは，アサリ
漁場は自家で代々造成してきたもので，場所は既得
化しているとのことであった。またアサリの漁獲も
船上から鋤簾で行い，ひと夏で100 ～ 300万円の売り
上げがあるという。
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